
近畿大学学術情報 リポ ジ トリについて

中央図書館事務部 図書総務課 伊 豆 田 幸 司

1.は じめ に

昨 今 は、 イ ン タ ー ネ ッ ト上 で 学 術 論 文 を 検

索 し、 学 習 ・研 究 に利 用 す る方 も増 え て い る

こ と と思 う。

そ の 中 に は 企 業 に よ る 有 料 ま た は 無 料 の

論 文 提 供 サ イ トや 国 立 情 報 学 研 究 所(以 下 、

NII)、(独)科 学 技 術 振 興 機 構 な ど の公 共 機 関

が 公 開 して い る論 文 情 報 サ ー ビス な ど多 種 多

様 な も の が 存 在 して い る。 ま た 、 大 学 や 研

究 所 が 設 置 して い る 機 関 リポ ジ トリ(以 下 、

InstitutionalRepository:IR)で 公 開 され て い

る論 文 も顕 著 に増 加 して い る。

本稿 で は 、こ のIRの 進 展 につ い て の概 略 と、

本 学 のIRで あ る 「近 畿 大 学 学 術 情 報 リポ ジ ト

リ 」(URL:http://kurepo.clib.kindai.acjp/)の

歩 み と現 状 につ い て 紹 介 す る。

2.InstitutionalRepositoryと は

Repositoryと い う単 語 は 、 容 器 、 倉 庫 、 何

らか の デ ー タや 情 報 、 プ ロ グ ラ ム な ど を体 系

して 保 管 され て い る場 所 とい う意 味 を持 つ 。

そ こか ら敷 街 して 、NIIで はIRは 「大 学 と

その構成員が創造 したデジタル資料の管理や

発信 を行 うために、大学がそのコ ミュニティ

の構成員に提供する一連のサー ビス」 という

定義を与 えてお り、 日本国内での認識 も概ね

この内容に沿ったものとなっている。

IRの 発端 となった ものは、1990年 代末か ら

アメリカ、 ヨーロッパ を中心 に起 こった学術

情報のOpenAccess運 動やセルフ ・アーカイ

ブの動 きである。

技術の進歩により大規模なデータの蓄積 と

インターネッ ト上での不特定多数の利用者へ

の提供が廉価で可能 になったことや、大学の

公共性の担保 としての市民への学術成果公開

の要請に対する回答 として、また大学や研究

所で問題 となりつつあった学術雑誌の高騰に

対する対抗策の一つ(著 者 自身の論文へのア

クセス権の確保など)と してIRと いうサービ

スが注 目されるようになった。

2000年 代 に入 り、2000年9月 に英サ ウザ

ンプ トン大学が リポジ トリシステムEPrints

を リ リ ース し2001年4月 にOpenArchive

Initiativeが書誌、著者情報 などのメタデータ

についての取 り決め(OAI-PMHv。1.0)を 策定

したあたりか ら、IRへ の取 り組みが広まった。

日本 においては、2002年3月 に科学技術 ・

学術審議会研究計画 ・評価分科会情報科学技

術委員会 デジタル研究情報基盤ワーキンググ

ループによって答申された 『学術情報の流通

基盤の充実について(審 議のまとめ)』 におい

て、大学からの情報発信(イ メージ)と して

各大学において生成 された研究成果を電子化

公開することがこれからの学術情報流通のあ

り方の一つ として提言された。

これを受 け、2004年6月 か ら2005年3月
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にか け てNIIが 学 術 機 関 リポ ジ ト リ構築 ソ フ

トウ ェ ア実 装 実 験 プ ロ ジ ェ ク トを 行 い 、 千 葉

大 学 や 東 京 大 学 な ど 国 内 の6大 学 が そ の 対 象

と な っ て 日本 に お け るIRの 可 能 性 に つ い て検

討 さ れ た 。 中 で も、2002年 度 か ら附 属 図書 館

内 に お い て ワー キ ン グ グ ル ー プ を発 足 させ て

い た 千 葉 大 学 は 、 国 内 初 とな るIR「 千 葉 大 学

学 術 成 果 リポ ジ トリ(愛 称:CURATOR)」 を

2005年7月 に正 式 公 開 した 。

そ の 後 、 北 海 道 大 学 、 千 葉 大 学 、 金 沢 大 学

の 有 志 を 中 心 に2006年11月 に設 立 さ れ た デ

ジ タ ル リポ ジ トリ連 合(ニDigitalRepository

Federation、 略 称 はDRF。 本 学 も参 加 。)や 、

前 段 の プ ロ ジ ェ ク トを拡 大 す る形 で2007年 度

よ り始 め られ たNIIの 学 術 機 関 リ ポ ジ トリ構

築 連 携 支 援 事 業 に よ る様 々 の 普 及 活 動 に よ り、

国 立 大 学 法 人 の総 合 大 学 を 中心 にIRの 公 開 が

進 む こ と とな った 。

3.近 畿大学学術情報リポジトリ

本学が 「近畿大学学術情報 リポジ トリ」の

運用に着手 したのは、中央図書館事務部内に

ワーキンググループが発足 した2007年 度から

である。

2008年3月 試験公開当時の トップ画面

当時、本学奈良キャンパスにある農学部図

書館において試作 されていたデータなどを基

にして、2008年3月19日 に試験版をインター

ネット上に公開 し(コ ンテンツは紀要論文477

件)、 機能や画面の体裁 を改良 して同年10月

に本 運 用 を 開始 した。

公 開 コ ンテ ンツ 数 は、2011年9月 末 現 在 で

学 内紀 要 、科 学 研 究 費 補 助 金研 究 成 果 報 告 書 、

†専士 学 位 論 文 な ど7,llO件(本 文 非 公 開 も含 む)

で あ る。 学 内 の 学 術 成 果 の 公 開 ・ア ー カ イ ブ

とい う こ と に比 重 を 置 い て い る た め、 公 開 さ

れ て い る コ ンテ ン ツ も約9割 が 学 内 で 発 行 さ

れ た学 部 ・研 究 所 な ど紀 要 の論 文 で あ る。

コ ン テ ン ツ は、NIIの 論 文 情 報 ナ ビゲ ー ト

サ ー ビ ス で あ るCiNiiや 、IRポ ー タ ル サ ー ビ

ス のJAIROに 定 期 的 に ク ロ ー ル さ れ て い る 。

ま たGoogleな ど各 種 ブ ラ ウザ か ら もデ ー タ を

ク ロ ー ル さ れ て お り、 こ れ ら に よ って 本 学IR

へ の リ ン クが 順 次 生 成 さ れ てい る。

シ ス テ ム は、(独)理 化 学 研 究 所 で 開 発 さ

れ た コ ン テ ン ツ マ ネ ー ジ メ ン ト シ ス テ ム

XooNlps(=ズ ー ニ プ ス)、 お よ び 理 化 学 研

究 所 と慶 鷹 義 塾 大 学 が 共 同研 究 したXooNlps

LibraryModulesを 採 用 して い る。

本 シ ス テ ム は 慶 慮 義 塾 大 学 や 本 学 の ほ か 、

旭 川 医 科 大 学 、 埼 玉 大 学 、 多 摩 大 学 、 同 志 社

女 子 大 学 、 奈 良 大 学 、 別 府 大 学 、(独)国 立 文

化 財 機 構 奈 良 文 化 財 研 究 所 な ど10以 上 のIR

で採 用 さ れ て い る。

現 在 国 内 の 大 学 で 最 も多 く使 わ れ て い る

IRの シ ス テ ム で あ るDSpace(米 マ サ チ ュ ー

セ ッ ッ工 科 大 学 が 開発)と 比 べ る と、 シ ス テ

ム の カス タマ イ ズ 無 し に視 覚 的 に利 用 しや す

い イ ン タ ー フ ェ イ ス で あ る こ と、 ま た メ タ

デ ー タ セ ッ トがMODS(=MetadataObject

DescriptionSchemaの 略 。DSpaceの メ タ デ ー

タ セ ッ トはDublinCore)で あ る こ と な どが 特

徴 で あ る。

2008年10月 に ワー キ ン グ グ ル ー プが 解 散 し

た後 は、 中 央 図書 館 事 務 部 図 書 総 務 課 の 職 員

が 業 務 を分 担 して担 当 して い る 。(2011年8月

現 在5名 、 全 員 兼 務)

予 算 に つ い て は2009年 度 か らは5年 間 の 事

業 予 算 を確 保 し、 機 器 購 入 お よ び メ ン テ ナ ン

ス 費 用 、 デ ー タ作 成 の外 部 発 注 な ど に 充 当 し

て い る。
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近畿大学学術情報リポジトリ簡易年表

2007年

中央 図書 館 事 務 部 内にリポジトリ運 用 ・

4月
公開のためのWGを 発足

2008年

本学図書館運営委員会でリポジトリの運
2月

営が承認される

3月 試験公開開始

NIIの 平成20年 度CSI委 託事業(領

8月
域1)を 受 託

10月 本公開を開始

別 府 大 学 で 開 催 され たワークショップ

「XooNlpsを 基 盤 とした新 しい リポジトリ

11月
システムへ の取 り組み」 にて事 例 報告 を

行う

2009年

大阪 大学で開催 されたDRF地 域ワーク

1月 シ ョップ(近 畿 地 区)「DRF-Senri」 に

て事例報告を行う

5月 登録 コンテンツが1,000件 を突破

びわ こ成 踵スポーツ大 学 で開 催 された

「私立大学図書館協会西地区部会京都
10月

地区協議会主題別研究会A(書 誌)」

にて事例報告を行う

2010年

XooNlps研 究 会2009関 西 ワークショッ

1月
プを本学で開催

NIIの 平成22年 度CSI委 託事業(領

4月
域2)に 連携 校として参 加

7月 登録 コンテンツが5,000件 を突破

2011年

XooNlps研 究 会2010関 西 ワークショッ

1月
プを本学で開催

4.学 術論文が公開されるまで

ここでは、近畿大学学術情報 リポジ トリで

の論文などデータの公開までの流れについて

述べる。

4ユ 掲載許諾

IRで の公開にあたっては、著者などから論

文などの著作権のうち複製権 と公衆送信権の

行使 もしくは権利の委譲をうける。

2011年9月 末時点では、学内紀要などにつ

いては概ね各学会単位で投稿規程や内規に、

論文投稿時に本学IRで の公 開について予め

承諾 してもらうように変更を行ってもらった。

また、紀要であって も包括的な許諾がなされ

ていない過去の論文については個別に著者に

許諾 をとっている。 このため、既に退職 した

教員 などには連絡がつかないこともあ り、本

文公開の割合が低下する要因となっている。

42電 子 デ ー タ ・メ タデ ー タの作 成

公 開 され る デ ー タ は 現 在 の と こ ろ テ キ ス ト

の論 文 が 主 体 で あ る た め、PDF形 式 の電 子 デ ー

タ を作 成 して い る。

PDFデ ー タの 作 成 にお い て は、 原 則 と して 、

画 像 解 像 度 は400dpi、 パ ス ワ ー ドセ キ ュ リテ ィ

の付 与 、AdobeAcrobatVer.7以 降対 応 とい っ

た保 存 の形 式 を取 り決 め て い る。

メ タ デ ー タ の記 述 は、NIIが 策 定 したJuNii2

とい う形 式 に沿 っ て作 成 して い る。
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4.3デ ー タ の校 正

作 成 さ れ た デ ー タ ・メ タ デ ー タ は 、 外 部 非

公 開 の テ ス ト用 サ ー バ に登 録 され る。 こ こ で、

デ ー タ登 録 者 と は 別 の担 当 者 が 誤 字 脱 字 や 異

な る リ ン ク が 登 録 され て い な い か とい っ た校

正作 業 を行 う。

こ の 作 業 を経 た校 正 済 み の 電 子 デ ー タ ・メ

タ デ ー タが 、 本 番 用 サ ー バ に て 公 開 され る こ

と にな る。

4.41R公 開後の効果

本学でのIR公 開による直接的な費用の削減

な どの数字は現れていないが、紀要の発行部

数を大幅に削減 した学部や、 または学外から

公開論文についての質問を受けるなどの効果

は出ている。

また、学部ホームページの紀要紹介のペー

ジからIRの 各論文へのリンクを貼 り、IR上

の論文へのアクセスの向上 とHP作 成業務の

簡略化 を図るなどの活用 を行 う学部 も出てき

ている。

このほか、図書館 におけるILL業 務 につい

ても、遡及などによるIRへ の本文公開率の向

上より業務量の削減が今後見込まれる。

4.5課 題

本学 だけではないかもしれないが、学内で

のIRの 認知度はまだまだ低い。これは、生成

されているコンテンツ量 に対 して公開されて

いる比率が圧倒的に少ないなどの理由による

ものと考えられる。このため大学構成員(学

生、院生、教職員)に 有効 に利用されている

とはいいがたい状況である。前項で述べたよ

うに学部等に もメリットのあることを提示 し

て、更に広報に努める必要がある。

また、電子データ・メタデータ作成にあたっ

て(特 に執筆年度の古い論文などの遡及作業

では)多 大な作業量が発生するため、効率的

な業務 を進めるために権利処理 においての包

括的許諾などを更に進めてい く必要がある。

5,今 後の展開 結びにかえて

2011年9月 末現在、本学のIRは 学内紀要を

中心に公開しているが、2011年4月 にIRの 運

用指針を策定 したことを受けて、学内におけ

るあらゆる学術成果 を利用で きるよう、サー

ビスを拡張させてゆく予定である。

例 えば、今年度は新たに本学学内研究助成

金成果報告書の公開を始めた。この他にも本

学の博士学位論文の本格的な公開に向け、公

開許諾の制度実施などを検討中である。

学術情報の電子化の大 きな流れの中で、IR

という器が確 固たる存在感 を示す ことがで き

るように改善を行い、 また大学図書館の学術

情報提供に果たす役割 について常 に自問自答

を繰 り返 しながら、今後 も業務に取 り組んで

いきたい。
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